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令和２年度６月補正予算の概要について 

 

 

令和２年７月７日 

（単位：千円） 

一 予算規模 

 

   一 般 会 計      

            補   正   額                     ４,９３６,８９４ 

 

 

                   補 正 後 の 規 模                ６３０,６８９,５５４ 

 

 

                   前年度６月補正後予算との対比            ４６,３７４,５５９ 

                                        （７.９％増） 

 

 

  《補正予算の財源》 

 

    特 定 財 源                                ４,５９４,８２８ 

  

国 庫 支 出 金                 ２,４９６,７２１ 

 

 

           繰   入   金              １,８００ 

 

 

           県      債          ２,０４３,４００ 

 

 

そ   の   他                  ５２,９０７ 

 

 

 

    一 般 財 源                                  ３４２,０６６ 

 

                      繰 越 金                      ３４２,０６６ 
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二 補正予の主な内容 

今回の補正予算は、新時代を勝ち抜く攻めの農林水産戦略に係る事業など「第３期ふるさと秋田元

気創造プラン」に基づく事業のほか、公共事業等について計上した。 

 

 Ⅰ 「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」に基づく事業 

 

 （１）ＣＳＦ等緊急防疫対策事業                          ４７,３１６ 

    ＣＳＦ（豚熱）等の防疫対策として、農場周囲に野生イノシシ等侵入防止 

用の防護柵を設置する養豚経営体に対し助成する。 

    ・実施主体 県養豚協会  

    ・補 助 率 3/4（国 2/3、県 1/3） 

 

 （２）林業成長産業化総合対策事業                       １４７,３７２ 

    ①持続的林業確立対策事業                  46,237 千円 

     原木供給や苗木生産の低コスト化を図るため、高性能林業機械の導入等 

を支援する。 

ⅰ）先進的造林技術推進事業 

・事業内容 スギコンテナ苗の育苗期間短縮に向けた実証 

ⅱ）高性能林業機械等整備事業 

・補 助 先 林業事業体３社 

・事業内容 高性能林業機械等のリース 

       ・補 助 率 1/3（国 10/10） 

ⅲ）コンテナ苗生産基盤施設等整備事業 

       ・補 助 先 林業用苗木生産者１社 

       ・事業内容 コンテナ苗生産基盤施設及び資材の導入 

・補 助 率 1/2（国 10/10） 

    ②木材産業等競争力強化対策事業               101,135 千円 

     品質の確かな木材加工製品を供給するため、木材加工流通施設・機械の 

導入に対し助成する。 

ⅰ）木材加工流通施設等整備事業 

・補 助 先 原木輸送業者４社 

・事業内容 原木運搬トラックの導入 

       ・補 助 率 1/2（国 10/10） 

ⅱ）木質バイオマス供給施設整備事業 

・補 助 先 木材加工企業１社 

・事業内容 木質チップの製造に必要な機器の導入 

       ・補 助 率 15/100（国 10/10） 
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 （３）アウトドア・アクティビティによる真木真昼魅力創生事業           ４,１２５ 

    地域の賑わい創出や活性化につなげるため、様々な媒体を通して、自然公 

園におけるアウトドア・アクティビティの魅力を発信する。 

・事業内容 「真木真昼県立自然公園」の魅力を紹介するＰＲ動画制作 

      登山ルートのグレーディングと情報発信 

      多様な遊び方を提案する「ガイドマップ」の制作 

 

 （４）南児童相談所移設改修事業                       ２９,８３０ 

    児童福祉法改正に伴う児童福祉司等の職員配置基準の見直しにより、児童 

    相談所職員を計画的に増員する必要があるため、増員により執務スペース 

が不足する南児童相談所の移設及び改修工事を行う。 

・事業内容 平鹿地域振興局福祉環境部１階執務室の２階への移設 

             

 （５）外国人等介護従事者受入れ環境整備事業                   １,８００ 

    外国人介護人材が介護現場で円滑に就労・定着できるよう、外国人介護人 

材を受け入れる介護施設等が行う環境整備の取組に対して助成する。 

・補 助 先 外国人介護人材を受け入れる（予定を含む）介護施設等 

・補 助 率 2/3（県 10/10） 

・限 度 額 20 万円 

 

 （６）高齢者施設等防災・減災対策等推進事業                  １７,４７０ 

    高齢者施設が行う給水設備の整備に対して助成する。 

    ・補 助 先 ２施設 

    ・補 助 率 3/4（国 2/3、県 1/3） 

 

 （７）私立専修学校・各種学校運営費等補助金                  ２２,５４５ 

保護者の経済的負担の軽減を図るため、就学に係る支援金を支給するとと 

もに、教科書費・教材費・学用品費等の必要経費を給付する。 

①私立専修学校（高等課程）等就学支援金          20,751 千円 

・支 給 額 年収約 590 万円未満の世帯 396,000 円 

      年収約 590～910 万円未満の世帯 118,800 円 

・負担割合 国 10/10 

②私立専修学校（高等課程）等奨学給付金          1,794 千円 

 ・給 付 額 住民税非課税世帯 第１子 103,500 円、第２子 138,000 円 

 ・負担割合 国 1/3、県 2/3 

 

 （８）ｅ－ＡＫＩＴＡ ＩＣＴ学び推進プラン事業                ２３,０９０ 

    ＩＣＴを活用した学習活動の充実を図るため、県立学校のＩＣＴ環境を整 

    備する。 

    ・事業内容 電源キャビネット（県立高校分）の購入 

          県立中学校、特別支援学校（小・中学部）で導入する端末の 

          設定 
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 （９）運転免許試験及び免許証作成業務事業                    ７,６８７ 

    道路交通法の一部改正による妨害運転（あおり運転）に対する罰則の創設 

等に伴い、総合運転者管理システムを改修する。 

 

 

 Ⅱ 公共事業 

 

  （１）国庫補助事業                           ４,０５１,９８５ 

    ・道路橋りょう   3,059,888（18,889,447 → 21,949,335） 

    ・河    川    593,300（ 6,291,325 →  6,884,625） 

    ・砂    防    103,000（ 1,768,600 →  1,871,600） 

    ・農 地 防 災     20,000（ 3,296,300 →   3,316,300） 

    ・水 産 基 盤     20,000（ 1,321,810 →  1,341,810） 

    ・土 地 改 良      5,000（15,180,453 → 15,185,453） 

    ・林    野     1,556（ 6,583,695 →  6,585,251） 

    ・そ の 他    249,241（ 7,784,289 →  8,033,530） 

 

  （２）国直轄事業負担金                          ５１１,８５４ 

    ・土    木    511,854（13,471,489 → 13,983,343） 

 

 

 Ⅲ そ の 他                                 

  ＜債務負担行為＞  

○指定管理者制度導入施設の管理運営事業               （１１,３５５,０２８） 

    令和３年度以降の管理に係る協定を締結する 63 施設について、令和７年度 

までの５年間を基本として設定する。 

 

施設区分 施設数 主な施設 

一般会計   

スポーツ ８  向浜スポーツゾーン（県立野球場、総合プールほか）、県立体育館など 

福祉・健康増進 ８  各老人福祉総合エリア、総合保健センターなど 

芸術・文化・観光 ４  秋田ふるさと村、総合生活文化会館（アトリオン）など 

公園 ４  中央公園、北欧の杜公園、小泉潟公園など 

その他 38  森林学習交流館、県営住宅など 

特別会計（環境保全センター事業特別会計） 

環境保全 １  環境保全センター 

計 63   

 

 


